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資料における用語説明 

資料・ページ 用  語 説   明 

資料

1-① 

Ｐ3 コミュニティ・スク

ール 

家庭や地域のニーズを反映させるために、地域住

民が学校運営に参画できるようにする仕組みや考

え方を有する形態の学校。 

GIGAスクール構想 1 人 1 台端末、通信ネットワークなどの学校 ICT

環境を整備、活用することで、個別最適な学びと協

働的な学びの一体的な充実など教育の質を向上さ

せようとする構想。 

Ｐ4 ホストタウン 東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催

に向け、スポーツ立国、グローバル化の推進、地域

の活性化、観光振興等に資する観点から、参加国・

地域との人的・経済的・文化的な相互交流を図る地

方自治体として国から登録を受ける制度。 

メタバース インターネットを利用した 3 次元の仮想空間やサ

ービスでアバターが自由に活動できる仮想空間サ

ービス。 

Ｐ5 地域包括ケアシステ

ム 

重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自

分らしい暮らしを人生の最後まで続けることがで

きるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が

提供される仕組み。 

エンディングノート 自分自身に万一のことがあったときに備えて、自

分に関する様々な情報をまとめておくノート。 

Ｐ6 特定健康診査 生活習慣病の予防のため、40 歳から 74 歳までの

すべての被保険者及び被扶養者に対して行うメタ

ボリックシンドロームに着目した健診。 

休日在宅当番医制度 当番医院（診療所、歯科診療所）を決めて休日（日

曜・祝日・年末年始）に患者の対応をする制度。 

小児一次救急体制 子どもの軽症患者に対する救急医療の体制。 

地域包括ケア病棟 急性期治療を経過し、比較的病状が安定した患者

に対して医療の継続及びリハビリ等を提供し、在

宅や介護施設への復帰に向けた支援を行う病棟。 

在宅医療後方支援病

院 

在宅で療養している患者が緊急時にスムーズに受

診・入院ができる体制をかかりつけ医との間であ

らかじめ整えている病院。 
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資料・ページ 用  語 説   明 

資料

1-① 

Ｐ7 認定農業者 意欲と能力のある農業者が自ら経営を計画的に改

善するため、「農業経営改善計画」を作成し、市町

村に認定された農業者。認定を受けた農業者は、計

画に基づく取組みに際して、国や県、市町村等から

様々な支援が受けられる。 

六次産業 農業や水産業などの第 1次産業が、加工、流通・販

売にも業務展開する経営形態を表す。 

スマート農業 ロボット技術や情報通信技術（ICT）を活用して、

省力化、高品質生産等を推進する農業。 

Ｐ8 円空路（ロード） 江戸期に美濃で生まれ、生涯に 12万体の神仏像を

彫ったとされる僧・円空ゆかりの岐阜県内各地を

巡る新たな広域周遊型観光ルート（羽島市、高山

市、関市、飛騨市、郡上市、下呂市の 6市が連携）。 

Ｐ9 災害時啓開等優先道

路 

発災後の救援・救護活動、生活再建や復興活動が円

滑に進められるよう災害時に優先して啓開、応急

復旧する道路・橋梁。 

ゾーン 30 自動車の通行よりも歩行者・自転車の安全が優先

される生活道路が集まる区域の交通安全対策とし

て、区域内の最高速度を 30キロに規制するととも

に、必要に応じて路側帯の設置・拡幅・カラー舗装

による明確化等を行うもの。 

Ｐ10 イタセンパラ コイ科タナゴ亜科に属し、その生息は木曽川水系

や淀川水系及び富山平野の 3 カ所に分布するが、

それぞれ生息地は限定的で個体数も減少しており

絶滅が危惧されている魚類。天然記念物及び国内

希少野生動植物種に指定。 

ゼロカーボンシティ 2050年までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロにす

ることを目指す自治体。 

脱炭素社会 二酸化炭素の排出量が実質ゼロになる社会を指

す。 
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資料・ページ 用  語 説   明 

資料

1-① 

Ｐ13 包括外部監査 外部の専門的な知識を有する者により、毎会計年

度 1 回以上、外部監査人が必要と認める財務その

他の事業を特定して監査するもの。都道府県、政令

指定都市等は実施義務があるが、一般市は対象外

のため条例を制定しＨ25 年度：委託料等に係る事

務の執行、Ｈ26 年度：補助金等に関する財務事務

の執行、Ｈ27 年度：公の施設の管理運営をテーマ

に 3 カ年実施。※25 年度実施監査結果に対する是

正措置について、全国市民オンブズマン連絡会議

から全国最優秀の評価を受けた（Ｈ28年度）。 

事業仕分け 市が実施している事業について、必要性や手法等

について、公開の場において、外部の視点を交え

て議論・評価等をすることにより、本来の目的や

課題等を明確化するとともに市民の皆さんとの共

通理解を深め、行政サービスの再構築を図るも

の。Ｈ29年度：9事業11項目、Ｈ30年度：4事業4

項目、R元年度：3事業3項目について実施。 

Ｐ14 ネーミングライツ 公共施設等の名称に企業の社名や商品ブランド名

を付与する権利。 

ワーク・ライフ・バラ

ンス 

「仕事と生活の調和」を意味し、国民一人ひとり

がやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の

責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにお

いても、子育て期、中高年期といった人生の各段

階に応じて多様な生き方が選択・実現できること

を指す。 

岐阜連携都市圏 岐阜市を中心として周辺市町（羽島市、山県市、瑞

穂市、本巣市、岐南町、笠松町、北方町）が、各々

の市町の個性を尊重しつつ、連携の更なる深化を

図ることにより、将来的に安定した活力ある圏域

を目指すもの。 
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資料・ページ 用  語 説   明 

資料 2 Ｐ5 自然動態 一定期間における出生・死亡に伴う人口の動き。 

社会動態 一定期間における転入、転出及びその他の増減に

伴う人口の動き。 

Ｐ11 合計特殊出生率 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計

したもの。 

Ｐ12 流出人口 羽島市に常住し、羽島市以外の自治体へ通勤・通学

する人口。 

流入人口 羽島市以外の自治体に常住し、羽島市に通勤・通学

する人口。 

昼間人口指数 夜間人口を 100としたときの昼間人口の割合。 

Ｐ15 人口集中地区 市区町村の境域内で人口密度の高い基本単位区

（原則として人口密度が1平方キロメートル当た

り4,000人以上）が隣接し、その人口が5,000人以

上となる地域。 

Ｐ27 福祉医療費 中学校卒業までのお子様（乳幼児等）やひとり親家

庭、重度心身障害者の方を対象に医療費の自己負

担分を助成する制度。 

Ｐ32 経営耕地面積 農林業経営体が経営する耕地（田、畑及び樹園地

の計）の面積。 

Ｐ33 基幹的農業従事者 普段仕事として主に自営農業に従事している者。 

Ｐ43 付加価値額 企業等の生産活動によって新たに生み出された価

値のことで、生産額から原材料等の中間投入額を

差し引くことによって算出される。 

Ｐ65 給水人口 給水区域内に居住し、水道により給水を受けてい

る人口。 

水洗化人口 下水道の処理区域内において実際に下水道に接続

し、使用している人口。 

Ｐ68 扶助費 児童手当、生活保護、保育所・幼稚園などの運

営、医療費の援助など、主に福祉や医療に必要な

費用。 

Ｐ72 男女共同参画 男女がお互いを尊重し合い、職場、学校、家庭、地

域などの社会のあらゆる分野で、性別にかかわら

ず個性と能力を十分に発揮し、喜びや責任を分か

ち合うことができること。 
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資料・ページ 用  語 説   明 

資料 3 Ｐ1 

人口 

関係人口 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交

流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関

わる人。 

多文化共生 国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違

いを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、

地域社会の構成員として共に生きていくこと。 

Ｐ1  

Ⅰ 子

育て・

学び 

ヤングケアラー 家族にケアを要する人がいる場合に、大人が担う

ようなケア責任を引き受け、家事や家族の世話、

介護、感情面のサポートなどを行っている、18

歳未満の子どものこと。 

P2 

Ⅲ 産

業・交

流 

労働力人口 15歳以上の人口のうち、「就業者」と「完全失業

者」を合わせたもの。 

スタートアップ 一般的には起業や新規事業の立ち上げを意味する

言葉であるが、特に革新的なアイデアで短期的に

成長する企業を指す。 

リ・スキリング 働き方の変化によって今後新たに発生する業務で

必要なスキル習得のための教育を指す。 

L字カーブ 女性の正規雇用比率を年齢階層別に線グラフで示

したとき、20代後半をピークに、その後は右肩

下がりで低下していく現象のこと。線グラフが

「L」を寝かせたように見えることから、このよ

うに呼ばれる。 

第二創業 企業がこれまでとは異なる分野に乗り出したり、

新たな事業をスタートさせたりして、経営刷新を

図ること。 

DX デジタル技術の活用による新たな商品・サービス

の提供、新たなビジネスモデルの開発を通して、

社会制度や組織文化なども変革していくような取

組を指す概念。 

公民連携 自治体と民間事業者等が連携して公共サービスの

提供を行う仕組みであり、社会経済情勢の変化や

住民の暮らし方の変化によるニーズの多様化に対

応するために自治体が民間事業者の知識や技術、

資源を活用し、公共サービスを継続的に実施して

いくための手法。 
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資料・ページ 用  語 説   明 

資料 3 P2 

Ⅳ 市

民 生

活 ・

環境 

国土強靭化 地震や津波、台風などの自然災害に強い国づく

り・地域づくりを行い、大災害が発生しても人命

保護・被害の最小化・経済社会の維持・迅速な復

旧復興ができるよう目指す取組。 

P2 

計 画

の 推

進 方

策 

デジタル田園都市国

家構想 

デジタル実装を通じて地方が抱える課題を解決

し、誰一人取り残されずすべての人がデジタル化

のメリットを享受できる心豊かな暮らしを実現す

るという構想。 

 


